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地球惑猛暖化だ
環境問題解決の主役は住民である

けで よいのか

畠 山 武 道

主要国首脳会議(洞 爺湖サ ミッ ト)を 控 え、政治家、財界人 、マスコ ミ評論家 などが、「環境」 「環境」

とか まびす し く騒 いでい る。 しか も、 その中身 は地球温暖化 ばか りであ り、 まるで地球温暖化が環境問題

のすべてである と言わん ばか りである。

確 かに地球温暖化 は重要な問題 である。世界中の関連 す る科学論文 をレビュー し、科学 的知見 の現況 を

まとめたIPCCの 第4次 評価報告書(2007)は 、気候変動 システムの温暖化 は疑 う余地 がない との結論 をの

べ、全球平均気温が1.5～2.5度 を超 えた場合、評価対象 となった動植物種 の20～30%は 絶滅 リスクが高 ま

り、4度 以上 にまで上昇 した場合 には、地球規模で40%以 上 の種 の絶滅が生 じるな どの影響が生 じる と指

摘 している(な お、誤解のない ように述 べてお くと、IPCC評 価報告書 は世界各 国の科学論文 をレビュー し、

それ をま とめた もので、参加 した科学者の見解 を述 べた もので はない)。

さ らに、重要なのは、地球温暖化だ けが環境 問題 なのではない とい うことである。 自然環境保全 に限定

して も、昨年末 に閣議決定 された 「第三次生物多様性 国家戦略」を読 む まで もな く、課題 は山積 してい る。

しか し、 もっと問題 なのは、政治家、財界人 な どが、 自 らの足元 には目をつぶ り、環境 問題 を解決 するの

は自分達であ るかのご とく振 るi舞ってい ることである。彼 らに環境 問題 を語 る資格が あるのだ ろうか。

政府 は、首相や官房長官が「環境」 「環境」と語 る一方で、水俣病 、アスベ ス ト粉 じん、イタイイタイ病、

沿道 公害な どの被害者の本格 的な救済 に乗 り出す気 はない。農水省 も、疲弊す る農山村 や里 山を目の当た

りにしなが ら、何 も手 を打 とうとは しない(ク ジラ利権 の確保 には異様 に熱心であ るが)。 国土交通省 は、

淀川水系流域委員会の運 営 にみ られ るよ うに、鳴 り物入 りで発足 させた委員会の形骸化 を画策 し、 自己の

配下 の組織 を通 して第二東名、八 ッ場 ダム、徳山ダムな どの巨大公共土木事業 に莫大 な税金 を投入 し続 け

ている。企業 も負 けてはお らず、 日本 を代 表す る一 流企業が大気汚染 データ を改 ざん し、電力会社 は長 年

にわた りダム取水量 な どのデータの ごまか しを引 き継 いできた。 コンプライア ンスな どとい うスマー トな

言葉 を使 う前 に、「法律違反」 をや めるのが最低 限の義務 であろう。

今回のC型 肝 炎ウイル ス感染被害者 救済 か らも明 らか になった こ とであ るが、政府や企業 は、被害者 や

住民が動かな ければ、何 もしよう とはしない。 日本 の公害対 策 は、水俣病 やイタ イイタイ病 な どの例 をあ

げるまで もな く、被害者、支援者、弁護士 な どの粘 り強 い運動が 自治体 を動か し、国 を動か して実現 した

ものであ る。 自然保護 において も、構 図は同 じで ある。屋久島 ・知床 国有林、長良川河 口堰 、吉野川可動

堰、千歳川放水路、士幌高原道路、 日高横断道路 な どでの運動 がなけれ ば、 自然保護 をめ ぐる様相 は まっ

た く違 った ものになっていた はずである。

今 回の洞爺湖サ ミッ トも、地球温暖化防止京都会議の繰 り返 しであろ う。 日本政府 は議長 国の責任 を果

た した途端 に熱が冷め、い まは 「環境」「環境」 と叫んでいる政治家や評論家 も、(多 分)別 の話題 にさっ

さと乗 り換 えて しまう。繰 り返 しになるが、住民の強い働 きかけが なけれ ば、国(あ るいは自治体)が 率

先 して環境保護 に動 くことはない。国や企業 に任 せておいては何 も変わ らない とい うことを、再確認 した

い と思、うo
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